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「平成２４年度 総合防災訓練」について
～東日本大震災の教訓を踏まえ、巨大地震・津波を想定～

国土交通省四国地方整備局では「防災週間」（８月３０日～９月５日）
の一環として、南海トラフで発生する巨大地震を想定した総合防災訓練を
実施します。

・訓練日時：平成２４年９月３日(月)７：３０～１４：００頃までを予定

・実施場所：四国地方整備局(高松サンポート合同庁舎１３階災害対策室)
及び四国管内２０事務所

・訓練の目的
東日本大震災を踏まえ、「人の命を考える」と「自分自身で考え、行動

し、防災力のレベルアップを図る」を訓練ポイントとして実施します。
今回の訓練は、巨大地震発生において緊急かつ応急的な対応が必要とな

る避難行動、安否確認、非常参集、情報収集伝達、施設点検及び被災状況
把握等の様々な災害行動に対し、「人命を尊重し、職員一人一人が考え・
行動する」訓練を行うことにより、大規模災害発生時における迅速かつ適
切な対応能力の向上により、防災力のレベルアップを図ることを目的とし
ています。

あわせて、災害対策用ヘリコプターによる高松サンポート合同庁舎屋上
ヘリポートでの緊急離着陸訓練及び高知自動車道等の被災状況調査の訓練
を実施します。

※ 当日の取材対応は、訓練の進行状況によってお待ちいただく場合が
ありますのでご了承ください。

平成２４年 ８月２９日
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平成２４年度 総合防災訓練 実施概要

【今回の訓練ポイント（～東日本大震災の教訓を踏まえて～）】

○人の命を考える

○自分自身で考え、行動し、防災力のレベルアップを図る

１．訓練日程及び想定概要等

１）訓練日時 平成２４年９月３日（月）７：３０～１４：００頃まで

２）参加対象 本局及び管内事務所・出張所の職員等全員参加を基本とする。

３）事象想定 最大地震は、南海トラフで発生する巨大地震（地震・津波）を想定。

今回の訓練ポイント｢人命を尊重し、職員一人一人が考え・行動する｣を重点とし、

事象に応じた訓練となるよう、地震発生を下記のとおり条件設定して実施する。

【前震の発生】

○９月３日（月）午前７時３０分 地震発生

○震源地：和歌山県南部（内陸）

○地震の規模：当日地震発生後発表

○管内の震度：四国全域において震度５弱～６弱を観測

○津波の有無：無し

【本震の発生】

○９月３日（月）時刻未定（当日判明） 地震発生

○震源地：室戸沖

○地震の規模：当日地震発生後発表

○管内の震度：四国全域で震度６弱～６強を観測

○津波の有無：津波警報（オオツナミ）（詳細は当日地震発生後発表）

※事務所から報告状況に応じて、本部で判断し津波警報を解除する。

４）天 候 当日の天気に合わせて実施。

→上記地震によって、四国全域に同時多発（箇所未定）で災害が発生したと想定。

２．主な訓練項目（地震発生事象に応じて、考えられる項目を適宜実施する。）

【本部関係（一例）】

①非常参集訓練（対象者）

②３０分ルールによる初期災害情報の収集（担当者）

②初期参集者による災害対策室設営訓練（初期参集者等）

③災害対策本部の設置、廃止訓練（本部班）

④職員、職員家族等の安否確認、庁舎・宿舎の点検訓練（全員）

⑤各支部（現場）からの災害状況収集訓練（本部班及び河川・道路・港湾・建政各班）

⑥災害箇所の四国全体把握・報告訓練（本部班及び河川・道路・港湾・建政各班）

⑦広域的な一次復旧方策の検討訓練（河川・道路・港湾・建政各班）
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⑧災害対策用ヘリコプターによる庁舎屋上へリポートでの緊急離着陸訓練及び被災状況

調査の訓練（対象者）

⑨その他（新災害フォトシステム送信訓練・防災エキスパート等協定団体との要請・情報集

約訓練、災害対策用機械類・現地本部等の要請・派遣等訓練、 TEC-FORCE

派遣要請・受け入れ訓練、記者発表訓練 等々）（各担当）

【各支部（一例）】

①非常参集訓練（対象者）

②避難行動訓練（必要な支部にて）

③参集者による災害対策支部設営訓練（支部にて）

④災害対策支部の設置、廃止報告訓練（支部にて）

⑤職員、職員家族等の安否確認、庁舎・宿舎の点検訓練（支部にて）

⑥テレビ会議システムを利用した被災状況報告・要望（各支部←→本部）

⑦パトロール等による管内の被害状況収集・報告訓練（出張所→事務所→本局各部）

⑧各管内の状況不明地域の情報取得方法及び迂回ルートの確認・報告訓練（各支部）

⑨災害対策用機械類、現地本部等の要請、派遣等訓練（任意）

⑩ CCTV 、衛星通信車、情報コンセント、等を活用した現地被災状況報告訓練（任意）

⑪その他（新災害フォトシステム送信訓練、各支部任意で各種手続き等訓練 等々）


